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1.はじめに
近年の急速な ICTCInformation & Communication Technology ;情報通信技術〕の発展と
普及を背景に，組織における「情報共有」の重要性が広く認識されるようになった。組織を構成
する，さまざまな部門間・メンバ一間での情報共有により，それぞれの意思決定の基盤をそろえ，
権限委譲の際に生じやすい局所最適化の行動を防止しようとしているのである。こうした情報共
有の重要性に対する認識は， BPR (Business Process Reengineering ;リエンジニアリング[IJ)
とSCM(Supply Chain Management ;サプライチェーン・マネジメント)が捷唱された 1990
年代以降，多くの企業に浸透していった。さらに， 2000年代に入り，ナレッジ・マネジメント
(Knowledge Management)が注目されるようになると，情報共有のみならず「知識共有」が
注目されるようになった。筆者ら[2Jは;このような知識共有を生み出し活用するマネジメント
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を，ナレッジチェーン・マネジメント (KnowledgeChain Management) として位置づけて
L 、る。
一方で，企業がさまざまな部門間・メンバー聞での情報共有と知識共有を推し進め，これまで
展開してきた活動の質をさらに向上させようとする上で， r管理サイクル」の果たす役割は大き
い。すなわち，現在の企業活動の実態を把握するための「情報を共有」し，その情報を基に現在
の問題点を明らかにすることで，その問題点を克服(改善〉するための知識を生み出すと同時に，
こうした価値のある「知識を共有」し，これを未来に活かすよう，管理サイクルを回していくの
である。
上記の「管理サイクル」には 2つの枠組み[3Jが存在する。当初，管理サイクルは
rplan-Do-SeeJ (PDSサイクル)とされてきたが，その後，激しい企業環境の変化に対して迅
速に対応することを重視した rplan-Do一Check-Action(Act)J (PDCAサイクル)の枠組みが
主流となっていった。こうした流れは，環境の変化に対するアジル(俊敏;迅速かつ柔軟)な対
応をめざす現在の企業行動を反映している。
筆者ら[3Jは，上記の PDSサイクルと PDCAサイクルの枠組みを，知識および知識共有に関
する一連の先行研究(筆者ら[4J一[6])と対応づけることにより，両者が組織にもたらす「知識」
としての価値を比較している。これによれば，両者の「説明可能性」には一長一短があるが，知
識の「簡潔さ」の面でPDSサイクルの方が明らかに優越しているという視点から， PDSサイク
ルに対する PDCAサイクルの劣位性を指摘している。
一方， 日本企業では，組織のセンタ一部門が作成する「全体最適化のための計画J(Plan)は
大枠を示すに過ぎず[7]，それを基にした詳細の行動 (Do)は現場の実行部門に権限委譲されて
いることが多い。その典型例が， JITシステムの「かんばん」による工程聞での水平的作業コー
ディネーション[8Jであろう。すなわち，センタ一部門による垂直的コントロールの拘束力は弱
く，センタ一部門が作成した大枠の計画から外れてしまうということさえなければ，現場の実行
部門が環境の変化やトラブルに対して自律的に対応 (Action)することが可能なのである。筆
者ら[8Jは，上記のような， (l)PDSサイクルに対する PDCAサイクルの劣位性[3Jと， (2)日本企
業におけるセンター・コントロールの拘束力の弱い組織特性[7]の両面をふまえながら， 日本の
組織において PDCAサイクルの果たす役割を再検討し， 日本における rPDCAサイクルの弱適
合性」の視点を提示している。これにより， 日本企業では(2)の組織特性が(1)の rPDCAサイク
ルの劣位性」を弱める役割を果たし，問題に直面する部門が Checkの直後に Actionをとって
も，大枠の Planとの不整合が生じにくくなること(弱適合性)を指摘している。さらに，こう
した日本の組織における rPDCAサイクルの弱適合性」が， QCサークルに象徴されるように，
現場での自律的な「改善」を可能にし，組織全体としての PDCAサイクルと現場での PDSサ
イクルが併存した， r二重ループ」を回しているという視点を提示している。
本研究では，上記のような rPDCAサイクルの弱適合性」と管理サイクルの「二重ループ」
の視点[7]を基に，組織全体の PDCAサイクルと実行部門(現場)での PDSサイクルとの聞の
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不整合を防止し，こうした管理サイクルの「二重ループ」を円滑に回すためには，①組織全体の
PDCAサイクルにおけるマクロ的情報共有，②現場での PDSサイクルにおけるミクロ的情報共
有に加え，③PDCAサイクルと PDSサイクルとの聞の情報共有という， 3種類の情報共有が必
要であることを指摘する。その上で， 日本企業では「かんばん」ゃ「あんどん」といった目で見
る管理，そして QCサークルや業務改善提案の発表会を実施することにより，①-@の情報共有
を図ってきたとする新たな研究視座を提示する。以上のような本研究の議論ど研究視康により，
日本企業において組織全体での PDCAサイクルと現場での PDSサイクルとの閣の草花離を埋め，
管理サイクルの「二重ループ」を円滑に回すことを可能にしてきた要因を考察していくことにす
る。
2.大局的情報としての「知識」と局所的情報としての「狭義の情報」
近年，情報共有のみならず，知識共有の重聖母性か注目され始めていることは前述の通りである
が，このことは情報と知識に何らかの違いがあるととを示している。しかしながら，こうした情
報と知識の違いは，これまで必ずしも明確にはされていなかった。それでは，情報と知識とでは
何が違うのであろうか?
こうした問題に対して，筆者[4]，[5JはIBC[9J，[luJの「局所的情報と大局的情報」という視点
に基づき， (狭義の)情報を「局所的情報」として，また知識を「大局的情報」として，それぞ
れ位置づける図 Iの枠組みを提示している。
「局所的情報(断片的で汚れている)→(狭義の)情報
(広義の)情報 1
L大局的情報(局所的情報を滑らかに関係づける)→知識
図l 大局的情報としての知識と局所的情報としての情報[4]
図Iの枠組み[4Jは，広義の情報が狭義の情報と知識によって構成され，知識は，断片的で汚
れた多くの情報(狭義の情報)を滑らかに関係づける役割を果たすことを示している。したがっ
て，なるべく多くの局所的情報を簡潔に，かっ滑らかに関係づける大局的情報が「良い知識」と
なるのである。
こうした考え方に基づき，筆者[5Jは情報と知識の概念的把握を容易にすべく，図2に示すよ
うな概念フレームワークを提案している。このフレームワークは n個の要素から成る状態
T = {tJ. t2， ..， tm，…， tn}をなるべく正確に知るための知識を生み出す過程について記述して
いる。
図2の概念フレームワーク [5Jに従って， (狭義の)情報から知識を生み出す過程について考え
てみよう。まず，我々は自身の把握したい状態 Tを推測するために，さまざまな情報x={XJ• 
X 2, … • xm}を収集するのであるが，情報は前述のように断片的であるため，一般に，
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汚れD
D = {d，. d 2• …• d"，} 
状態T
情報X
(局所的情報)
部分集合 T*
T牟 ={t，・t2・….tm} X = {X，. X2.…. Xm} 
知識f
(大局的情報)
T' = j(X) 
図2 知識と情報に関する概念フレームワーク [5]
m<n 
、?
?
??
となる。また m個の情報の発生源となる 「状態の部分集合」を T*= {tいら ・ー .tm}とすれ
ば，情報 X，は一般に汚れている 日OJため， 誤差や雑音等といった汚れ di(diεD)を含んだも
のとなる。
x， = ti+d， ( 2 ) 
そこで， (2)式の汚れdiを落としながら，なるべく多くの情報X，を簡潔に，そして滑らかに
関係づけることにより，状態 Tに関する知識fを生み出すことになる。その際に，次節iで述べ
る 「広範さ」と 「簡潔さ」をなるべく大きくするような知識 (大局的情報)が 「良い知識」とな
る。さらに， こうして生成された知識fを用いて，全体像をつかむことにより状態 Tを推測す
ることになる。これにより推測した状態を T'とすれば，
T' = f(X) ( 3 ) 
となり，知識fはX→ T'の写像として位置つけられる。すなわち，図2は，状態、 Tをなるべ
く正確に知るために，多くの情報Xを集め，情報の汚れを落としながら，なるべく多くの情報
を簡潔に関係づけることにより，X→ T'の写像としての知識fが生成されることを示 している
のである。
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図2のフレームワークは，情報と知識の位置づけに関する概念的把握を容易にするものと思わ
れる。それは，情報Xから状態Tを推測するための写像としての知識fの位置づけであり，状
態の集合Tの部分集合T が発生源となり(断片的)，これに汚れDが加わった存在としての情
報Xの位置づけである。本研究では， PDSサイクルと PDCAサイクルを，典型的な「知識」と
して位置づけ，次節で述べる知識fの価値という視点から，両者の優位性・劣位性を検討すると
ともに， 日本企業において組織全体での PDCAサイクルと現場での PDSサイクルという，管理
サイクルの「二重ループ」を円滑に回すことを可能にしてきた要因を考察していくことにする。
3.知識の価値を構成する「説明可能性」と「簡潔さ」
前節で述べた「大局的情報」としての知識fは，図2のように，なるべく多くの局所的情報を
関係づけることにより生み出される。しかしながら，このような関係づけは無限に考えられる。
これらの中から，より多くの情報を簡潔に，そして滑らかに関係づけることができる「広義の情
報J(図1を参照)，言い換えれば人間や組織にとって有用な大局的情報のみが「良い知識」とな
る。
そこで，筆者[4Jは，知識の価値が，
① より多くの情報を説明する「広範さ」
② それらを簡潔に滑らかに関係づける「簡潔さ」
にあるという視点を提示している。
①知識の広範さは，知識がより多くの情報を説明することが可能であるべきことを意味する。
逆に言えば，例外や異常値として取り扱われる情報が少ないことが望ましいのである。このこと
は，知識の持つ「説明可能性」の大きさを表している[4J。
一方で，②知識の簡潔さは，知識を構成する変数やパラメータが少なく，かっ関数の次数が小
さく滑らかであることを意味する。また，場合分けや階層が少ないことを意味する。これらが実
現されれば，多くの情報を簡潔に滑らかに関係づけるような「良い知識」が生成されることにな
る。
しかしながら，①知識の広範さや説明可能性を大きくしようとすると，どうしても②簡潔さが
低下してしまい，知識が複雑になり易い。逆に，知識を②簡潔に(単純化し滑らかに)しようと
すると，①知識の広範さや説明可能性が低下しやすい。すなわち，①と②の聞にはトレードオフ
の関係[4Jが介在するのである。ここに， r良い知識」を生み出すことの難しさが潜んでおり，人
聞は上記のトレードオフに対抗することにより，良い知識を生み出していくことになる[4J。こ
のような視点に基づけば，人聞が知識を生み出すという知的・創造的活動の本質が，上記のトレー
ドオフに対抗するところにあることがわかる。
本研究の 6節では，こうした考え方に基づき， PDSサイクルと PDCAサイクルの①広範さ
(説明可能性)と②簡潔さ(滑らかさ)を比較し，筆者[3Jらによる rPDSサイクルに対する
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PDCAサイクルの劣位性」の研究視座を紹介する。
4.組織における情報共有の必要性
消費者の価値観が多様化し，従来の少品種多量生産(大量生産)から多品種少量生産へのシフ
トが迫られる今日，いかにして多様な販売情報・生産情報・原価情報をタイムリーに処理し，そ
れをPDSあるいはPDCAの管理サイクルへと的確に結びつけていくかは，多くの企業に共通し
た課題であろう。しかしながら，これらの多機な情報は，それぞれの部門で断片的に発生するた
め，こうした断片的・局所的な情報のみで意思決定し管理サイクルを回そうとすると，局所最適
化の行動に陥りやすい。そこで，それぞれの部門で発生する断片的な情報を部門間で互いに共有
し，幅広い情報を基に意思決定し管理サイクルを回すことにより，全体最適化の行動へと近づり
ていくのである。なぜなら，断片的・局所的な情報を基にした意思決定は局所最適化の行動に陥
りやすく，幅広い情報を基にした意思決定は，それぞれの部門やメンバーを全体最適化の方向へ
と導くからである。
上記のような i情報共有」を意要する考え方は， 1990年代以降の BPRやSCMによって鮮明
になった。 BPRやSCMにより，義直的ヒエラルキー・コントロールに従った，これまでの米
国型業務プロセスを，水平的コーディネーションを基本とした自律分権的でフラットな日本型業
務プロセスへと変革しようとしたのである。その際，自律分権的な業務プロセスは，それによる
局所最適化を防I上するための方策ぞ必要とする。
青木[7]の双対原理によれば， 日本の組織ではこれを防止する方策が集権的な人事管理制度で
あったが，米国で生まれたBPRやSCMでは， IT，とりわけインターネットやLANを中心と
した情報ネットワークの積極的活用による「情報共有化」がこれに相当する。すなわち，同所的
な情報で意思決定を行うのではなく，情報ネ、ソトワーク上で組織全体に共有された幅広い情報
[11]を基に意思決定を行うのである。従来のヒエラルキー構造の組織は情報不足の時代に作られ
たものであり，情報ネットワークが整備され組織全体に豊富な情報が行き渡れば，組織自体も個
人を結んだネットワーク型のフラットな構造へと変革すべきとする考え方[12Jが，当時のBPR
やSCMを支える基盤となっており，これが現在の組織へと引き継がれている。
このように，組織に情報通信技術(ICT)を活用した情報ネットワークが浸透し，部門閣・個
人間での情報共有が進展すると，組織がフラ、yト化していく[13]。なぜなら， ICTを活用した
情報共有が，従来の上下関係を基礎左した意思決定権の行使から，フラットな関係での「合意形
成」へと，組織の運営スタイルを変化させていくからである。さらに，こうして合意形成された
情報を組織全体で共有することにより，局所最適化の行動を防止し，管理サイクルを円滑に回し
ていくことが可能になるのである。
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5.組織における管理サイクルの役割
組織において，管理サイクル (PDSサイクルあるいは PDCAサイクル)の果たす役割が大き
いことは，前述の通りであるが，それは，組織として質(クオリティ)の高い活動を展開してい
くためには，こうした管理サイクルを円滑に回していくことにより，常に問題点を把握し，それ
を改善していくことが必要となるからである。すなわち，まずしっかりとした計画 (Plan)を
立て，それを確実に実行 (Do).し，その結果を評価・反省 (See)あるいは点検 (Check) した
上で，かつ Seeの結果を次の計画 (Plan)に活かす，あるいは Checkの結果から迅速な対応
(Action)をとる，といったフィードパックが求められるのである。組織において，こうした機
能(手順)が欠けていたり， これらのサイクルが回らなかったりすると. DoやActionの質
(クオリティ〕を高めることはできない[8J。これは.SeeやCheckの段階で，図2の「汚れDj
を発見し. PDSサイクルであればその汚れを落とすような Planを作成すること，また PDCA
サイクルであれば汚れを落とすための Actionをとることを意味する。
筆者ら[3Jは，上記のような管理サイクルの重要性に注目し， しっかりとした計画 (Plan)を
立てる機能(手順〉を欠いた経営を「行き当たりばったりの経営j.計画を確実に実行 (Doあ
るいは Action)する機能を欠いた経営を「絵に描いた餅の経営j.評価・反省 (See)あるいは
点検 (Check)する機能を欠いた経営を「やりっ放しの経営」と呼んでいる。ただし，これらの
機能(手順)がすべて備わっているだけでは不十分であり，これらの4情報を有機的に結びつける
フィード、パックが形成されていなければならない[3J。こうしたフィードパックがなければ.See 
あるL、は Checkによって明らかになった t期の問題点がt+1期において改善されず，また同じ
問題・失敗を繰り返してしまうことになってしまうのである。その際. SeeやCheckが，図2
における汚れD= {d 1• d 2• …, dm}を発見する役割を果たし，その汚れDを上記のフィードパッ
クが落としていく役割を果たすことになる。
このように，管理サイクルは，組織のさまざまな情報を. Plan-Do-Se巴あるL、は Plan-Do-
Check-Actionという簡潔な枠組みで構造化すると同時に，これらの情報をサイクルとして有機
的に結びつける「大局的情報j(知識)としての役割を果たす。そして.PDSあるいは PDCA
の管理サイクルは，多くの情報を簡潔に，そして有機的に結びつける役割を果たすという意味で，
まさしく前述の「良い知識」に相当するのである。
6. PDSサイクルの優位性とPDCAサイクルの劣位性
PDS (Plan-Do-See)とPDCA(Plan-Do-Check-Action)の「管理サイクル」を，前節で
はどちらも「良い知識」として位置づけたが，両者を比較した場合，どちらが「より良い知識」
(better Knowledge)なのであろうか?
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筆者ら[3Jは，こうした問題に対して， 3節で述べた知識の①広範さ(説明可能性〉と②簡潔
さの観点から，下記のように PDSサイクルと PDCAサイクルの持つ，知識としての価値を比較
している。当初，管理サイクルは PDSサイクルとされていたが，その後の激しい企業環境の
変化により， Checkした結果(問題点)に対する迅速な Actionの必要性が広く認識されるよう
になり， PDCAサイクルの枠組みが主流となっていった ζ とをふまえると， こうした PDS→
PDCAの流れは，激しい環境の変化に対するアジjレ(俊敏;迅速かっ柔軟)な対応を重制した，
現在の企業行動を反映した管理サイクルであることがわかる。すなわち， Doの結果を Checkし
たならば，それを迅速に Actionに結びつけるべきとする考え方が，管理サイクルの主流になっ
たと考えることができるのである。
しかしながら，筆者ら[3Jはこうした流れを批判的に捉え， PDCAサイクルに対する PDSサ
イクルの優位性 (PDCAサイクルの劣位性〕そ指摘している。これは， I管理サイクルJを人聞
の生み出す知識として位置づけたとき，その価値が，ゆ広範さ(説明可能性)と@簡潔さにある
とする筆者の先行研究[4J，[7Jの枠組みに基づいた指摘である。すなわち，(1)広範で@簡潔な知
識(ここでいう「管理サイクルJ)が，価値の高い「良い知識J[3Jであると考えたのである。
上記のように，管理サイクルを「知識」として位置づけた場合， PDCAサイクルよりも PDS
サイクルの方が，知識として②簡潔であることは明らかである。また， 3節の①広範さと②簡潔
さとの聞のトレードオフをふまえれば，①広範さ(説明可能性)は PDSサイクルよりも PDCA
サイクルの方が高いはずであるが，管理サイクルの場合には，そうであるとは限らない。
ここで， PDCAサイクルと PDSサイクルの構成要素について比較すると，両者の追いが CA
とSの違いにあるこどは明らかである。 PDSサイクルの場合， Do (実行)の結果を See(評価)
して，それを次の Plan(計画〕に活かそうとするのであるが， PDCAサイクルの場合は Doを
Checkしたならば，その結果をすぐに Actionに結びつけようとするのである。それは，前述の
ように， PDCAサイクルがCheckの結果に対する迅速な Actionを重視しているからある。
しかしながら， PDCAサイクルにおいて Actionの次がPlanであることは， Actionの結果が
Checkされないことを意味する。現実には， Actionの結果を Checkしているはずであるが，
もし Checkするとすれば !PDCACJとなってしまう。さらに， PDCAサイクルの薫視する
ICheckの結果に対する迅速な ActionJの考え方に従えは， IPDCACAJとなり，最ー後の Ac-
tionの結果を Checkするとすれば， IPDCACACJとなって ICACACA"'Jという無限ループ
に入ってしまう [3J。こうした視点に基づけば，実際の企業活動に対して，必ずしも PDCAサイ
クルの方が知識の①広範さ(説明可能性)について優れているとはいえず， PDSサイクルの管
理サイクルを迅速に回すという考え方をする方が合理的である。
また， PDCAサイクルにおいて Checkの結果を Planにフィード、パックしないうちに，問題
に直面した部門が局所的に Actionをとってしまうと， PlanとActionが不整合の状態になって
しまう。やはり， Checkの結果をまず Planに反映させてから行動 (Do)することが必要なの
である。これに対して， PDSサイクルの場合は， Seeの結果が直接Planにフィードパックされ
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るため，上記のような不整合は基本的に生じなし、。
さらに， PDCAサイクルにおいて， iDoとActionの違いは何か?Jを考えてみると，それは
実行・実施の迅速性・適時性の違いにあるが，両者の本質的な機能はともに，実行・実施であり
[3J，迅速性・適時性はActionのみならずDoにおいても必要であることがわかる。したがっ
て，迅速性・適時性は両者の本質的な違いとはならず， このことがPDCAという知識の複雑性
(低い②簡潔さ)をJtみ出している [8J。
以上のことを整理すると， PDCAサイクルと PDSサイクルの簡潔性についてはPDCAサイ
クルが明らかに優れており，両者の説明可能性についてはそれぞれ一長一短があるという筆者ら
[3Jの研究視座に帰着する。こうした研究視座から，筆者ら[3Jは， PDCAサイクルに対する
PDSサイクルの優位性 (PDCAサイクルの劣位性)と，管理サイクルをPDCAサイクルではな
くPDSサイクルとして位置づけることの妥当性を指摘したのである。
7. 日本の組織における現場への権限養譲と改善
日本の組織は，環境の変化やトラブルに対して，垂直的なヒエラルキー・コントロール[7]が
なくても迅速かつ柔軟に対応するアジリティを有すると言われる。こうしたアジリティは，実行
部門や実務担当者(現場)への権限委譲[1lJによる自律分権的な業務プロセス(水平的コーディ
ネーション)を基礎としている [8J。すなわち，組織のセンタ一部門において作成される計画は
「大枠J[7]を示すに過ぎず，詳細の計画(例えば， JITシステムにおける「かんばんJ)は現場
の実行部門や実務担当者に権限委譲されているのであるO とれにより，環境の変化やトラブルに
対して迅速かっ柔軟に(アジルに)対応することが可能になると同時に，現場ではセンターの計
画に拘束されずに，自律的な改善活動を展開することができる。
しかしながら，実行部門や実務担当者への権限委譲は，その部門や担当者にとっての「局所最
適化」の行動を生じさせるという問題点を内包している。すなわち，実行部門や実務担当者にとっ
て主観的には最適であったとしても，それが必ずしも組織全体の最適性(全体最適化)を担保す
るものではないのである。そこで，組織において実行部門や実務担当者への権限委譲を行うため
には，上記の「局所最適化」を防止するための方策が必要になる [8J。
こうした問題に対して，日本の組織では，一般に|終身雇用Jと呼ばれる長期的雇用システム
を基盤に，長期的な視点で「局所最適化」を防止すべく， ジョブ・ローテーションを繰り返しな
がら，幅広い情報・知識とスキルの形成を優先した人材育成を図ってきた。すなわち，ジョブ・
ローテーションにより，多くの部門の情報と知識を吸収するとともに，多くの分野について学習
し，幅広いスキルを身につけていくのである。こうして身につけた幅広い情報・知識とスキルが，
白部門のみの局所最適化を防止し，組織全体の最適怜を追及する方向へと，すべての実行部門や
実務担当者を導く役割を果たしてきた。
上記のような日本の組織特性は， JITシステムにおける現場主導の「かんばん|や改者活動・
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多能二仁化にも端的に表れており，垂直的ヒエラルキー・コントロール[7Jを基軸とした米国の組
織特性とは明らかに異なる組織運営を可能にしているのである。
8. 日本の組織における PDCAサイクルの「弱適合性J
PDSサイクルに対して， PDCAサイクルが「知識」として劣位の状態にあることは， 6節で
述べた通りであるが，筆者ら[8Jは日本の組職特性， とりわけ現場への権限委譲と改善がPDCA
サイクルの劣位性そ弱めているという考え方に碁づき，下記のような「日本における PDCAサ
イクルの弱適合性」の視点を提示している。
日本の組織では，センタ一部門が作成する「全体最適のための計画jCPlan)は大枠を示すに
過ぎず，詳細の Planは前述のように現場へと権限委譲されている(例えば， JITシステムの
「かんばんj)。そのため，問題に直面する現場がCheckの後， Planの手順を踏まずに CPlanを
修正せずに)Actionをとっても，大枠の PlanとActionとの不整合が生じにくい。すなわち，
現場で自律的に展開された Action(特に，改善〉を，ある程度の期間に渡ってまとめてから，
それをセンターの計画 (Plan)に反映させるようにしても， Planとの顕著な不整合が生じるこ
となく， PDCAサイクルを回すことができるのである。これにより，組織全体(大枠)の Plan
にあまり拘束されずに，現場(例えば， QCサークル)での自律的な「改善」を繰り返すことが
可能になる。
こうした日本の自律分権的な組織特性により， PDCAサイクルは，その劣位性が弱められ，
大局的には日本の組織に「弱L、意味」で適合することになる(日本における PDCAサイクルの
弱適合性[8])。ここで，強い意味ではなく「弱い意味」としているのは， PDSサイクルに対す
るPDCAサイクルの劣位性は， 日本の組織であっても揺るがないが，その劣位性が弱められ，
不適合ではない，やや適合した状態になるからである。それに加えて，筆者ら[8]は下記のよう
な視点から「弱い意味」とすべきことを指摘している。
まず第ーに，上でPlanとActionとの間で顕著な不整合は生じないとした Planは，あくまで
もセンターの計画であり，現場での詳細の Plan(例えば「かんばんj)には，やはり Action後
しっかりと Checkした結果を反映させなければならないからである。その際， ActionをCheck
した結果から，迅速な Actionをとろうとすると，その ActionをCheckする必要があるため，
現場では6節で述べたような iCACA...jの無限ループ[3Jに陥ってしまうことになり，こうし
た点が「弱い意味jでの適合性の視点となるのである。
第二に， DoとActionには「迅速性」あるいは「適時性」の違いがあるだけであり (6節を
参照)，日本の組織に舞台を限定したとしても，やはり両者の本質的な違いを見出すことはでき
ないからであるのすなわち， DoやActionの舞台が日本の組織に限定されたとしても，両者の
本賞が実行・実施にあることは業わらないのである。こうした点でも，上記の適合性は「弱い意
味」での適合性にしか過き、ない。
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筆者ら [8Jは，これらのこと(劣位性が弱まること，現場での詳細の Planには評価・点検し
た結果を反映させるべきこと， DoとActionの聞に本質的な違いを見出すことはできないこと〉
をふまえ， 日本における PDCAサイクルの「適合性」ではなく，上記のように「弱適合性」と
したのである。ただし，センタ一部門が作成する大枠の Planと現場の Actionとの聞に， r弱い
意味」であったとしても，大局的には不整合が生じにくいことは， 日本の組織において注目すべ
き特性である。こうした特性が，迅速な Actionを優先した組織全体での PDCAサイクルを可
能にしていると考えることができるのである。
さらに，筆者ら[8Jは上記のような「弱適合性」に注目し，日本の組織において二重の管理サ
イクルが回っているとする「二重ループ」の視点を提示している。この「二重ループ」は，組織
全体としての PDCAサイクルと，現場での PDSサイクルが併存していることを意味する。こ
うした「二重ループ」こそが，現場での迅速な Actionと， QCサークルに象徴される現場での
自律的な「改善」を，同時に可能にしている [8Jと考えることができるのである。
9. PDCAサイクルにおけるマクロ的情報共有とPDSサイクルにおける
ミクロ的情報共有
日本の組織では，前節で述べたように，組織全体としての PDCAサイクルと現場での PDS
サイクルとが併存しているとすると，これらの「二重ループJ[8Jをいかにして円滑に回してい
るのであろうか? それは，単に PDCAサイクルかPDSサイクルのいずれかを回す場合に比較
して，当然のことながら両者を整合させるための難しさが存在するはずで，それを克服しなけれ
ば「二重ループ」が円滑には回らないからである。すなわち， PDCAサイクルと PDSサイクル
との聞に情報の不整合が生じることを防止しなければならないのである。
本研究では，こうした PDCAサイクルと PDSサイクルの「二重ループ」における情報の不
整合を防止するためには，下記のような 3種類の情報共有が必要であるという視点を新たに提示
する。それは，
① 組織全体での PDCAサイクルにおけるマクロ的情報共有
② 実行部門(現場)での PDSサイクルにおけるミクロ的情報共有
のみならず，
③ 組織全体での PDCAサイク jレと実行部門(現場)での PDSサイクルとの聞の情報共有
が求められるとする視点である。
ここで，①~③の情報共有が必要であるとするのは，組織において情報共有によりすべての部
門・すべてのメンバーが，意思決定の基盤となる情報を共有しなければ，局所最適化の行動を防
止することができなL、からであり，組識全体での PDCAサイクルを円滑に回すためには①の情
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報共有が，実行部門(現場)での PDSを円滑に回すためには②の情報共有が，またこうした
PDCAサイクルと PDSサイクルとの聞の不整合を防止し， I二重ループ」を円滑に回すために
は③の情報共有が，それぞれ求められると考えるからである。これらの情報共有により，各部門・
各メンバーが局所最適化の行動に陥ることを防止するのである。以下では，①~③の情報共有が
組織において果たす役割を検討していくことにしよう。
まず，①の情報共有についてであるが，これは当然のことながら，組織全体での情報共有を意
味する。しかしながら，組織において，すべての部門・すべてのメンバーが詳細の情報(ミクロ
的情報)を共有することは不可能であるo そうであるからこそ，職務分掌が定められているので
ある。そこで， ミクロ的情報については②の情報共有に任せ， PDCAサイクルでは組織全体の
経営理念・経営戦略・経営計画や大枠の生産計画といった①のマクロ的情報共有を進めることが
求められる。これにより，大局的には組織全体のベクトルを合わせ，局所的な問題 (Checkの
結果，すなわち図2の「汚れDJ)については，現場で Checkの後にすぐ Actionをとっても
(汚れDを落としても)，局所最適化の行動に陥らないようにするのである。こうした現場での
迅速な Actionが，日本企業の発展を支えるー要因となっており口1]，それを可能にする基盤が，
組織のセンターの作成する計画 (Plan)は大枠のみを規定し，詳細の Planについては実行部門
(現場〉に任せる「権限委譲」と，このような権限委譲によって生じやすい局所最適化の行動を
防止する「長期的な雇用システム」にあることは， 7節で述べた通りである。
②の情報共有は，日々の企業活動によって生まれる詳細の情報を，組織全体ではなく，関係者
間で共有することを意味し，限られた関係者の範囲でPDSサイクルを円滑に回していくための
「ミクロ的情報共有」である。すなわち，現場で日常的に発生する細かい問題を常に Seeし(例
えば，品質管理)，その結果をすぐに詳細の Planへとフィード、パックすることで，②の情報共
有を図るのである。なぜなら，現場で作成される詳細の Plan(例えば，かんばん〉は，上で述
べたく組織全体での)大枠の Planとは異なり，常に Seeの結果がフィード、パックされ，かっ
SeeとPlanが整合していなければならないからである。そこで， ミクロ的には Seeの結果です
ぐに Actionを起こすのではなく， Seeで明らかになった問題(図2の「汚れDJ)を詳細の
Planへとフィード、パックしてから，迅速にその Planの問題点(汚れD)を修正し，それを現
場で共有した上で(②の情報共有)，修正された Planに従った行動 (Do)をとることが求めら
れる。 See(Check)の結果のみで，慌てて対応 (Action)すると，前述のような「局所最適化」
の行動となってしまう危険性が高いのである。この点が，①の情報共有との大きな違いであり，
現場での詳細な Planについては，②の情報共有により，常に Seeの結果と整合していなければ
ならなL、。
さらに，③の情報共有は，組織全体での PDCAサイクルと，実行部門(現場〕での PDSサイ
クルという，異なるロジックを持つ2つの管理サイクルが不整合の状態に陥らないようにするた
めの情報共有であり，これこそが管理サイクルの「二重ループJ[8Jを円滑に回すための最も重
要な条件となる。すなわち，現場で日常的に発生する細かい問題点(汚れD)に対する迅速な
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Action (特に，改善)が，組織全体としてのマクロ的な Planとの間で不整合を起こしてしまう
ことを防止する役割そ果たすのが，③の情報共有なのである。
一般に，現場での自律的な活動を重視し，その活動と Planとの整合性については現場の PDS
サイクルのみに任せると，組織全体 (PDCAサイクル)の Planと手離してしまいやすく，組織
全体の Planとの整合性を優先しすぎると，現場での自律的な活動を制約してしまうことになる。
ここに，組織全体の PDCAサイクルと現場での PDSサイクルとの聞に生じるプライオリティの
トレードオフが存在するのである。その際に， PDCAサイクルか PDSサイクルか，いずれかの
みの管理サイクルにしたとすれば，当然のことながら k記の「二重ループ」笹岡すことはできな
L 、。そこで，管理サイクルの「二重ループ」を円滑に同すためには，組織全体の PDCAサイク
ルと現場での PDSサイクルとの聞の不整合を防止することが必要になるのであるが，そこには
上記のトレードオフが介在するため，どうしても両者の間で不整合が生じやすい。
実際に，筆者が企業で働いていたときの経験でも，こうした不整合がしばしば生じていた。例
えば，組織全体の Plan(大枠の生産計画)は大幅な在庫削減にあるにもかかわらず，現場では
その Planに従うとラインが空いてしまうため，稼働状況 (Do)をSeeした結果として，現場
のPDSサイクルは注文のない部品まで生産するような詳細の Planを立て，その Planに従った
生産 (Do)を展開してしまうことが，上記の不整合に相当する。そして，このような不整合は
多くの日本企業で起とりうるのである。それでは，なぜ組織全体の PDCAサイクルと現場での
PDSサイクルとの聞に不整合が生じやすいのであろうか?
それは，荷者(組織全体の PDCAサイクルと現場での PDSサイクル)の意思決定の基盤とな
る情報が異なっているからであろう。特に，上記の例からもわかるように，組織全体の Planの
基盤となる情報と，現場での Planの基盤となる情報とが異なるために生じる不整合が多い。な
ぜなら，それぞれの直面する状況が異なるからである。そこで，組織全体の PDCAサイクルと
現場での PDSサイクルとの聞の不整合を防止するためには，③の情報共有が欠かせないのであ
る。
もちろん H本では前述のように，組織全体の円anが犬枠の計画を規定するに過ぎず，詳細
のPlanは実行部門(現場〉に権限委譲されていることが多いため，こうした不整合が生じにく
いのであるが，それでも現場での PDSサイクルが組織全体の PDCAサイクルから希離しないよ
うに，常に両者の間で，ある程度の整合性を維持しようとすれば，やはり③の情報共有が不可欠
である。これにより，意思決定の基盤となる情報をそろえ，組織全体の PDCAサイクル(特に，
Plan)と現場での PDSサイクルとの聞の不終合を防止するのである。
以上のことをふまえると，日本企業が組職全体での PDCAサイクルと現場での PDSサイクル
という「二重ループJ[8Jを円滑に回していくためには，⑦~③の情報共有すべてが不可欠であ
ることがわかる。したがって， もし多くの日本企業がこの二重ループを円滑に回してきたとすれ
ば，①~③の情報共有を図ってきたはずである。すなわち， 日本企業が上記の二重ループを円滑
に回す要因として，①~③の情報共有を指摘することができるのである。実際に， 日本の組織で
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はこうした情報共有を図るべく， rかんばんJや「あんどん」といった目で見る管理を推進し，
一方で QCサークルや業務改善提案の発表会を実施してきた。これらが，組織全体での PDCA
サイクルと現場での PDSサイクルとの聞の草離を埋め，管理サイクルの「二重ループ」を円滑
に回すことを可能にしてきた大きな要因であろう。
10.おわりに
本研究では，知識の価値に焦点を当てた筆者ら[4J一[6Jの分析枠組み，および日本における
rPDCAサイクルの弱適合性」と管理サイクルの「二重ループ」の視点[8Jに基づき， 日本の組
織において PDSサイクルと PDCAサイクルの果たす役割について検討した。その上で， r組織
全体の PDCAサイクル」と「現場での PDSサイクルjが併存する日本の組織において，これら
の聞に生じる草離を埋め，管理サイクルの「て薫ループlを円滑に回すためには，①組織全体の
PDCAサイクルにおけるマクロ的情報共有と，命現場での PDSサイクルにおけるミク口的情報
共有のみならず， (:3)PDCAサイクルと PDSサイクルとの聞の情報共有という， :1栂類の情報共
有が必要であるとする新たな研究視座を提示した。
さらに， 日本企業では目で見る管理 crかんばん」や「あんどん」等)と， QCサークルや業
務改善提案の発表会といった具体的な方策により，上記の①~③の情報共有を図ってきたことを
示唆した。今後も，日本企業において「組織全体での PDCAサイクル」と「現場での PDSサイ
クル」が併存する事例を調査まし，こうした事例を碁に，管理サイクルの「二T註ループ」ぞ円滑に
回すための条件について，より詳細な分析を進めていきたL、。
(本研究は，明治大学社会科学研究所の総合研究「企業のサステナヒリティ戦略とヒジネス・クオリティ」
の一環として行われたものである)
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